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＜本文中の表現について＞ 

●公営・公団・公社の借家（町営住宅） 

 国勢調査の住宅所有関係別世帯数の結果を引用している箇所では、大空町に

おいて「公営・公団・公社の借家」に該当する住宅が町営住宅しかないことか

ら、国勢調査上の「公営・公団・公社の借家」という表現を残しつつ、本計画

では補足して、「公営・公団・公社の借家（町営住宅）」と表現しています。 

●町営住宅 

 大空町で管理する公営住宅・特定公共賃貸住宅・単身者住宅を総括した表現 

●公営住宅 

 公営住宅法に則って整備された住宅であり、住宅に困窮する低額所得者に対

して低廉な家賃で賃貸する住宅のこと 
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序 章 

1．計画策定の背景 
 

平成 18 年 3 月に旧女満別町と旧東藻琴村が合併して誕生した大空町では、平成 27 年度に

策定された「第２次大空町総合計画」に基づき、産業の振興、生活環境の整備などを進めてお

り、住宅施策においては、町営住宅の供給や分譲宅地の整備などの住宅建設支援を積極的に進

めています。 

この間、国においては、公共による直接供給や量の確保を重視する「住宅建設計画法」を廃

止し、新たに制定された「住生活基本法」（平成 18 年 6 月）に基づいて「住宅確保要配慮者

に対する賃貸住宅の供給促進に関する法律（通称「住宅セーフティネット法」）」、「高齢者の居

住の安定確保に関する法律」などの関連法令と連携しながら、住宅セーフティネットの確保や、

健全な住宅市場の整備とともに、国民の「住生活の質の向上」を図る政策への転換を示しまし

た。これにともなって、国は国民の住生活の安定の確保及び向上の促進に関する目標や基本的

な計画として「住生活基本計画（全国計画）」を平成 18 年 9 月に定め、その後平成 20 年度、

平成 22 年度に同法改訂に併せ内容の見直しを行っています。 

北海道においては、平成 19 年 2 月に「北海道住生活基本計画」を策定し、平成 23 年度に

同計画の見直しを行っています。 

こうした動きに併せて、大空町は平成 23 年度に「大空町住生活基本計画」を策定し、本町

における住宅政策の推進を行ってきましたが、計画策定から５年が経過することから、社会情

勢の変化などに対応するため、見直しを図ることとします。  

 
2．計画策定の目的 
 

「大空町住生活基本計画」では、大空町の地域特性及び住宅事情、関連計画における住生活

に関わる住民の意向を踏まえて、住民の地域生活の根幹となる住生活の現状と課題を抽出しま

す。 

そこから住宅施策に関する目標を定め、今後重点的に推進する施策の展開方針など住宅行政

の基本となる施策、事業、制度を検討し、大空町にふさわしい住宅施策を総合的、体系的に推

進することを目的として本計画を策定します。 

 

3．計画の位置づけ 
 

「大空町住生活基本計画」は、平成 18 年 9 月に策定された「住生活基本計画（全国計画）」

や、平成 19 年 2 月に策定された「北海道住生活基本計画」を踏まえ、「大空町総合計画」の

住宅・住環境に関する部門計画として位置づけられます。 
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4．計画の対象と期間 
 

「大空町住生活基本計画」は、大空町の行政区域全域の住宅に関係する施策を対象とし、計

画期間は、平成 29 年度から平成 38 年度までの 10 年間とします。 

ただし、計画策定後 5 年を目途に見直しを行うこととし、社会情勢の大きな変化などにより

必要となった場合には、適宜見直しすることとします。 

  

 

 

 

     

平成 18 年度策定 

平成 22 年度改定 

平成 27 年度策定 

計画期間 10 年間 

  
・北海道住生活基本計画 

      

平成 18 年度策定 

計画期間 10 年間 

平成 23 年度改定 
平成 28 年度改訂中 

         第２次大空町総合計画 
        

（計画期間：平成 28 年～平成 37 年） 
  
○基本目標 

  ・ふれあい つながる 協働のまちづくり 

   （移住・定住対策の促進） 定住対策の強化 
 ・ゆたかさ うるおう 生活のまちづくり 
   

（市街地・住環境の整備）土地・市街地・住宅・公園 

  
       

大空町住生活基本計画 

  
大空町営住宅長寿命化計画 

・都市計画マスタープラン 
・大空町過疎地域自立促進 

市町村計画 
・大空町障がい者計画 
・大空町耐震改修促進計画 
・その他住宅施策 

  

調整 

連携 

調整 連携 

・住生活基本計画 
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第１章 住宅にかかる現状と課題 

 

1．自然環境の特性 
 

（１）位置、地勢 

大空町は、北海道網走地方中部、オホーツク海と阿寒・知床連山にはさまれた肥沃な田園丘

陵地帯に位置しています。 

町域は、東西に約 27km、南北に約 30km、行政面積は 343.62ｋ㎡ で、女満別地区が 159.24

ｋ㎡、東藻琴地区が 184.38ｋ㎡です。 

南には屈斜路湖を望む大パノラマが広がる藻琴山がそびえ、北は美しい水辺と豊富な水産資

源に恵まれた網走湖に面しています。 

地形は、東西に知床連山が、西部には北見山地系の山々が連なり、千島火山帯に属する藻琴

山から網走湖に向かって北北西に緩やかな起伏を持った傾斜形状により、藻琴山の海抜 1,000

ｍから網走湖女満別湖畔の海抜 0ｍまで、なだらかな丘陵地を形成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 1-1-1 大空町の位置 
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（２）気候 

気候は、オホーツク海沿岸の典型的な気候で、夏は太平洋沿岸で、冬は日本海沿岸で雨や雪

を降らせた後の乾燥した季節風が吹き込むため、一年を通じて晴天に恵まれています。 

年間平均気温は約 6 ℃、年間降水量は 750 ㎜ 程度で、日照時間は年間 2,000 時間を超え、

全国有数の日照率を誇ります。降雪は 10 月下旬から４月下旬にかけてみられ、冬期間の市街地

での積雪量は 50 c m から 1ｍ 前後です。 

 
 

表 1-1-1 気象概要 

平均 降雪の 日降雪の 最深

1時間 10分間 日平均 日最高 日最低 風速 風速 風向 合計 最大 積雪

平成15年 391.0 50.0 17.0 ― 5.5 10.9 -0.2 29.9 -24.3 3.6 15.0 南 ― ― ―

平成16年 433.0 28.0 13.0 ― 6.8 12.1 1.3 35.0 -20.4 3.5 20.0 南南西 ― ― ―

平成17年 404.0 46.0 14.0 ― 6.1 11.3 0.8 33.9 -22.6 3.5 17.0 北北西 ― ― ―

平成18年 735.0 115.0 25.0 ― 6.3 11.3 1.0 33.6 -23.3 3.7 19.0 南南東 ― ― ―

平成19年 461.0 28.0 14.0 ― 6.1 11.2 0.9 34.6 -21.2 3.4 13.0 南 286 24 57

平成20年 350.5 46.5 17.5 ― 6.1 11.3 0.9 32.2 -22.5 3.5 18.0 南 339 72 54

平成21年 598.0 51.0 17.0 10.0 6.4 11.6 0.9 32.0 -19.7 3.5 15.4 北北東 308 35 55

平成22年 482.5 63.0 16.5 9.5 7.1 12.3 1.9 36.4 -23.4 3.3 15.9 北 270 15 43

平成23年 740.0 100.0 38.5 18.5 6.4 11.9 1.0 33.9 -22.7 3.1 15.5 南 250 20 49

平成24年 678.0 47.5 18.0 11.0 6.2 11.2 1.1 35.3 -24.1 3.3 18.9 南 308 25 54

平成25年 610.5 93.0 27.5 12.0 6.3 11.4 1.2 32.4 -24.8 3.4 16.0 北 412 22 69

平成26年 488.5 63.0 27.5 8.5 6.2 11.9 0.5 35.7 -23.2 3.4 16.2 北 412 34 69

平成27年 551.0 183.0 20.5 6.0 7.0 12.2 1.7 33.7 -20.9 3.3 16.7 北 344 44 72

最大 平均
最高 最低

最大

風向・風速(m/s)

年

降水量(mm)　 気温(℃) 雪(寒候年・cm)

合計 日最大

 
（資料：気象庁 女満別） 
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2．人口・世帯の特性 
（１）人口・世帯の特性 

①人口の特性 

大空町の総人口は、近隣市町同様に減少傾向が続いており、平成 27 年国勢調査による総人口

は 7,360 人で、平成 22 年と比較して 7.22％の減少となっています。 

地区別にみると、平成 22 年から平成 27 年までの 5 年間では女満別地区が 8.07%、東藻琴

地区が 5.32%それぞれ減少しています。 

6,221 6,182 6,053 6,077 5,715 5,491 5,048 

3,208 3,056 2,939 2,869 
2,677 

2,442 
2,312 

0人

2,000人

4,000人

6,000人

8,000人

10,000人

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

東藻琴地区

女満別地区

9,429 9,238
8,992 8,946

8,392
7,933

7,360

 
図 1-2-1 地区別人口推移（国勢調査） 

-0.63%

-2.09%

0.40%

-5.96%

-3.92%

-8.07%
-9.00%

-8.00%

-7.00%

-6.00%

-5.00%

-4.00%

-3.00%

-2.00%

-1.00%

0.00%

1.00%

S60年比 H2年比 H7年比 H12年比H17年比H22年比

女満別地区

-4.74%

-3.83%

-2.38%

-6.69%

-8.78%

-5.32%

-9.00%

-8.00%

-7.00%

-6.00%

-5.00%

-4.00%

-3.00%

-2.00%

-1.00%

0.00%

1.00%

S60年比 H2年比 H7年比 H12年比H17年比H22年比

東藻琴地区

 

-2.03%

-2.66%

-0.51%

-6.19%

-5.47%

-7.22%

-9.00%

-8.00%

-7.00%

-6.00%

-5.00%

-4.00%

-3.00%

-2.00%

-1.00%

0.00%

1.00%

S60年比 H2年比 H7年比 H12年比H17年比H22年比

大空町全体

 
 

図 1-2-2 地区別人口増減率（国勢調査より算出） 
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大空町の人口の推移は、平成 12 年まではオホーツク総合振興局管内の市町村全体値や近隣市

町と比較して、人口の減少はやや緩やかに推移していましたが、平成 17 年以降は減少割合が大

きくなっています。 

44,283 44,416 44,176
43,395

42,045
40,998

39,077

26,686
25,680

24,708
23,903

22,818
21,575

20,296

15,955
15,180 14,634 14,066

13,431 13,045
12,231

9,429
9,238 8,992 8,946 8,392 7,933 7,360

8,972
8,061

7,380 6,789 6,222 5,646
5,008

6,355 6,204 5,705 5,436 5,025 4,551 4,221

1,000人

6,000人

11,000人

16,000人

21,000人

26,000人

31,000人

36,000人

41,000人

46,000人
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網走市
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斜里町

大空町

津別町

清里町

 
図 1-2-3 近隣市町との人口推移の比較 
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②世帯の特性 

大空町の世帯数は平成 12 年をピークに減少傾向であり、平成 27 年には大空町全体では

2,874 世帯で、平成 12 年と比較すると 6.96％減少しています。 
 

1,841 1,856 1,956 2,093 2,052 2,058 1,962 

933 903 
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2,902

3,088 3,014 2,967 2,874

 
 

図 1-2-4 地区別世帯数の推移（国勢調査） 
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図 1-2-5 地区世帯数の推移（国勢調査より算出） 
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図 1-2-6 世帯数 近隣市町との比較（国勢調査） 

 

さらに、大空町の世帯人員は周辺市町と比較して大きくなっていますが、徐々に減少してい

ます。 
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図 1-2-7 世帯人員 近隣市町との比較（国勢調査より算出） 
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③世帯における子供の数 

大空町は、18 歳未満の者がいる世帯における 18 歳未満の人数が北海道平均や近隣市町に比

較して多く、1 世帯の人員が４人あるいは５人以上といった比較的家族の多い世帯が、道内・

全国に比べて多くなっており、子供が多い世帯（多子世帯）が多いことがうかがえます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-2-8 子供（18 歳未満）のいる世帯における子供の数 近隣市町との比較（大空町総合戦略より） 

図 1-2-9 子供（18 歳未満）のいる世帯における子供の数ごとの世帯割合 

近隣市町との比較（大空町総合戦略より） 



 大空町住生活基本計画 

 

- 10 - 

（２）年齢構成 

大空町の人口を年齢別にみると、65 歳以上の老年人口の増加、生産人口（15～64 歳）の減

少がみられ、少子高齢化の傾向が明確に現れています。 

 

21.9% 20.1% 17.2% 15.6% 14.3% 13.4% 12.6%

66.4% 65.2%
63.2% 61.5% 59.1% 57.4% 53.9%

11.7% 14.7% 19.5% 22.9% 26.6% 29.2% 33.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

65歳以上

15～64歳

0～14歳

 
図 1-2-10 年齢別人口（国勢調査） 

 

大空町の年齢別人口動態は、オホーツク総合振興局管内の町村全体と比較して、とりわけ高

齢化が顕著に進んでいるものではなく、近隣市町と比較すると若干ではありますが若年層（0

～14 歳）の割合が高い傾向にあります。 

 

（３）従業による流出入について 

通勤（従業）による流出入の状況は、町外に居住し大空町に働きに来ている人が多い状況（流

入超過）です。特に、隣接する美幌町や北見市から多くの人が本町に通勤しています。 

さらに、他市町村から通勤している人たちの年齢層を見てみると、30 歳代後半から 50 歳代

で数の多さが目立ちますが、加えて 20 歳代も比較的多く見られます。 

 

 
 

 

図 1-2-11 従業（通勤）による年齢階層別流出入状況（15 歳以上）大空町総合戦略より 



 大空町住生活基本計画 

 

- 11 - 

北見市では、近年、大学の撤退などによる民間賃貸住宅の空き室が増加し、これに伴う家賃

の低価格化が見られるため、若い年代が大空町で従業しながらも都市部に住みやすい状況とな

っています。さらに高校通学の利便性を求めて中学卒業と同時に町外に転出する傾向（流出超

過）が強くなっています。 

 

 

 
 

図 1-2-12 大空町の従業（通勤）・通学による流出入状況（2010 年）大空町総合戦略より 

 

以上から、若い年代が従業をきっかけに大空町に居住するために必要な賃貸住宅の市場が成

立しにくい状況であることがうかがえます。若年層にとって魅力あるまちづくりを多様な側面

から進めるとともに、ニーズに適合する低価格な居住インフラを整備することによって、住宅

施策が定住の可能性を高める一翼を担うことも考えられます。 
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3．既存住宅及び新設住宅の特性 
 

（１）住宅数 

大空町の住宅は昭和 51 年から昭和 55 年、その後平成 8 年から平成 12 年にかけて建設され

た住宅が多く、また、昭和 55 年以前の住宅が 40％を占めています。 

平成 27 年の総住宅戸数は 3,601 戸となっており、総世帯数 2,874 世帯と比較し上回ってい

ることから、量的には充足しています。 

 

表 1-3-1 建築年別戸数（資料：大空町） 

 

建築年 戸数

昭和30年以前 172

昭和31年～昭和35年 60

昭和36年～昭和40年 85

昭和41年～昭和45年 179

昭和46年～昭和50年 318

昭和51年～昭和55年 584

昭和56年～昭和60年 382

昭和61年～平成2年 345

平成3年～平成7年 426

平成8年～平成12年 450

平成13年～平成17年 348

平成18年～平成22年 142

平成23年～平成27年 110

合計 3,601  
 

110 

142 348 
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345 
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584 
318 
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60 
172 

0 200 400 600 800

平成23年～平成27年

平成18年～平成22年

平成13年～平成17年

平成8年～平成12年

平成3年～平成7年

昭和61年～平成2年

昭和56年～昭和60年

昭和51年～昭和55年

昭和46年～昭和50年

昭和41年～昭和45年

昭和36年～昭和40年

昭和31年～昭和35年

昭和30年以前

【戸】  
図 1-3-1 建築年別住宅戸数（資料：大空町） 
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（２）住宅の所有関係 

大空町の所有関係別世帯数の推移は平成 12 年までは世帯の増加に伴い、持ち家、公営・公団・

公社の借家（町営住宅）及び民営の借家に居住する世帯が増加傾向にありましたが、平成 12

年以降は全て横ばいまたは減少傾向です。 

平成 27 年度においては、持ち家に居住する世帯は 68％を占め、次いで公営・公団・公社の

借家（町営住宅）に居住する世帯が 18％となっており、給与住宅世帯が減少し、公営・公団・

公社の借家（町営住宅）世帯が増加傾向にあります。また、東藻琴地区は公営・公団・公社の

借家（町営住宅）世帯の比率が女満別地区に比較し高くなっています。 

 

1,307(67.9%)

1,321(65.9%)

1,300(65.0%)

1,332(65.5%)

1,235(67.1%)

1,273(69.6%)

1,224(69.5%)

332(17.3%)

334(16.7%)

325(16.3%)

300(14.8%)

233(14.7%)

279(13.1%)

228(13.0%)

180(9.4%)

209(10.4%)

214(10.7%)

227(11.2%)

128(8.8%)

167(7.2%)

113(6.4%)

105(5.5%)

141(7.0%)

161(8.0%)

173(8.5%)

179(9.4%)

177(10.1%)

195(11.1%)

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500

平成27年

平成22年

平成17年

平成12年

平成7年

平成2年

昭和60年

女満別地区

持ち家 公営・公団・公社の借家（町営住宅） 民営の借家 給与住宅

623(69.6%)

614(68.8%)

625(66.1%)

626(65.1%)

575(63.2%)

555(63.8%)

549(60.5%)

193(21.6%)

179(20.1%)

207(21.9%)

220(22.9%)

196(21.5%)

179(20.6%)
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20(2.2%)

24(2.7%)

26(2.7%)
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21(2.3%)

32(3.7%)

31(3.4%)

59(6.6%)

75(8.4%)

88(9.3%)

92(9.5%)

118(13.0%)

104(11.9%)

143(15.7%)

0 200 400 600 800 1,000 1,200

平成27年

平成22年

平成17年

平成12年

平成7年

平成2年

昭和60年

東藻琴地区

持ち家 公営・公団・公社の借家（町営住宅） 民営の借家 給与住宅

1,930(68.5%)

1,935(66.8%)

1,925(65.3%)

1,958(65.4%)

1,810(67.4%)

1,828(66.1%)

1,773(66.4%)

525(18.6%)

513(17.7%)

532(18.1%)

520(17.4%)

429(16.0%)

458(16.6%)

413(15.5%)

200(7.1%)

233(8.0%)

240(8.1%)

251(8.4%)

149(5.5%)

199(7.2%)

144(5.4%)

164(5.8%)

216(7.5%)

249(8.5%)

265(8.8%)

297(11.1%)

281(10.2%)

338(12.7%)

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500

平成27年

平成22年

平成17年

平成12年

平成7年

平成2年

昭和60年

大空町全体

持ち家 公営・公団・公社の借家（町営住宅） 民営の借家 給与住宅
 

図 1-3-2 所有関係別世帯割合の推移 （資料：国勢調査） 
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大空町の公営・公団・公社の借家（町営住宅）に居住する世帯の割合は 18.6％であり、近隣

市町と比較すると公営・公団・公社の借家（町営住宅）に居住する世帯の割合が若干多くなって

います（図 1-3-3）。 

1,170(71.2%)

1,620(74.6%)

3,176(60.2%)

5,691(67.3%)

9,087(52.0%)

31,156(67.9%)

1,930(68.5%)

323(19.7%)

353(16.3%)

548(10.4%)

803(9.5%)

1,989(11.8%)

5,885(13.2%)

525(18.6%)

32(1.9%)

115(5.3%)

828(15.7%)

1,596(18.9%)

4,960(28.4%)

5,379(11.7%)

200(7.1%)

118(7.2%)

84(3.9%)

726(13.8%)

371(4.4%)

1,423(8.2%)

3,474(7.6%)

164(5.8%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

清里町

津別町

斜里町

美幌町

網走市

オホーツク振興局

管内町村

大空町

持ち家 公営・公団・公社の借家(町営住宅） 民営の借家 給与住宅  
 

図 1-3-3 所有関係別世帯数 近隣市町との比較   （資料：平成 27 年国勢調査） 

 

表 1-3-2 所有関係別世帯数 近隣市町との比較   （資料：平成 27 年国勢調査） 

持ち家

公営・公団・

公社の借家

（町営住宅）

民営の借家 給与住宅

大空町 68.5% 18.6% 7.1% 5.8%

オホーツク振興局 管内町村67.9% 13.2% 11.7% 7.6%

網走市 52.0% 11.8% 28.4% 8.2%

美幌町 67.3% 9.5% 18.9% 4.4%

斜里町 60.2% 10.4% 15.7% 13.8%

津別町 74.6% 16.3% 5.3% 3.9%

清里町 71.2% 19.7% 1.9% 7.2%
 

 

さらに、民営の借家は世帯数が多いほど割合が多く、網走市を除いて、民営の借家の割合が

多いほど、公営・公団・公社の借家（町営住宅）は少ない傾向にあります。 
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図 1-3-4 民営の借家-公営・公団・公社の借家     図 1-3-5 民営の借家-世帯数 

（町営住宅）（資料：平成 27 年国勢調査）  近隣市町との比較（資料：平成 27 年国勢調査） 

 

 

（３）住宅の所有関係別世帯人員数 

大空町の世帯人員数の推移を住宅の所有関係別にみると、全ての形態で減少傾向にあります。 

地域別の特性としては、民営の借家世帯では女満別地区が 2.5 人以上であるのに対し、東藻

琴地区では 2 人以下となっています。 

また公営・公団・公社の借家（町営住宅）の世帯人数は、女満別地区では 2 人以上、東藻琴

地区では 2 人以下となっており、民営の借家と同様の傾向です。 

全体としては、民営の借家と給与住宅の世帯人員数がより少なく、2 人以下となっており、

公営・公団・公社の借家（町営住宅）がそれに続き 2 人程度、持家は 3 人以下となっています。 
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図 1-3-6 住宅所有関係別世帯人員の推移 女満別地区・東藻琴地区（資料：国勢調査） 
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図 1-3-7 住宅所有関係別世帯人員の推移 大空町（資料：国勢調査） 

 

（４）居住水準 

大空町の所有関係別 1 世帯当り居住延べ床面積の推移は、年々増加傾向にあり、居住環境が

向上しているものと考えらます。 

 

表 1-3-3 所有関係別 1世帯当り居住延べ床面積 

 

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年

121.1 125.8 131.4 136.8 136.8

48.5 51.9 58.3 61.2 61.2

53.0 51.4 54.4 59.4 59.4
64.1 65.6 72.4 81.2 81.2

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成17年

114.5 124.4 126.9 133.6 133.6

48.3 50.1 54.8 58.6 58.6

78.0 68.2 103.5 88.4 88.4
69.7 66.8 78.1 81.3 81.3

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成17年

117.8 125.1 129.2 135.2 135.2

48.4 51.0 56.6 59.9 59.9

65.5 59.8 79.0 73.9 73.9
66.9 66.2 75.3 81.3 81.3給 与 住 宅

持 ち 家

公営・公団・公社の借家
（町営住宅）

民 営 の 借 家

民 営 の 借 家

給 与 住 宅

大空町全体

持 ち 家

公営・公団・公社の借家
（町営住宅）

東藻琴地区

女満別地区

持 ち 家

公営・公団・公社の借家
（町営住宅）

民 営 の 借 家

給 与 住 宅

 
（資料：国勢調査） 
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東藻琴地区民営の借家 東藻琴地区給与住宅

 
図 1-3-8 所有関係別 1世帯当り居住延べ床面積の推移 （資料：国勢調査） 

 

（５）住居の種類別高齢者の居住状況 

平成 27 年度の国勢調査によると、大空町の公営・公団・公社の借家（町営住宅）に居住する

65 歳以上の高齢者がいる世帯は 197 世帯あり、大空町の公営・公団・公社の借家（町営住宅）

に居住する世帯（525 世帯）の約 37.5％を占めています。 

また、大空町の公営・公団・公社の借家（町営住宅）に居住する 65 歳以上の高齢者の割合は

13％となっており、オホーツク総合振興局管内市町村全体の割合を上回っています。 

 

表 1-3-4 住宅の所有関係別 65 歳以上の高齢者がいる世帯（資料：H27 国勢調査） 

持ち家
　公営・公団・公社の
借家 （町営住宅）

民営の借
家

給与住
宅

間借り
住宅以

外
合計

大空町 1,287 197 20 8 4 3 1,519

オホーツク総合振興局
管内町村

20,453 2,301 793 160 86 86 23,879

網走市 5,459 860 545 41 50 30 6,985

美幌町 3,583 379 207 18 21 9 4,217

斜里町 1,962 240 113 49 8 19 2,391

津別町 1,144 130 41 6 5 6 1,332

清里町 812 91 6 5 4 - 918  
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2.0%

0.4%

0.6%

0.7%

0.5%

0.4%

0.4%

0.4%

0.5%

0.7%

0.4%

0.3%

0.0%

0.5%

0.8%

0.2%

0.4%

0.4%

0.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

清里町

津別町

斜里町

美幌町

網走市

オホーツク総合振興局

管内町村

大空町

持ち家 公営の借家 （町営住宅） 民営の借家 給与住宅 間借り 住宅以外
 

図 1-3-9 住居の種類別高齢者（65 歳以上）のいる一般世帯 （資料：Ｈ27 国勢調査） 
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（６）住宅の建設動向 

町営住宅を除いた新設住宅戸数の推移をみると、平成 7 年までは建設戸数が増加傾向にあり

ましたが、その後は徐々に減少し、最近 5 ヵ年で年平均 25 戸程度の建設戸数となっています。 

 

表 1-3-5 住宅建設戸数の推移 

 

民間住宅 給与住宅 職員住宅

昭和60年 34 26 1 61 12 73

昭和61年 47 2 49 10 59

昭和62年 46 18 64 8 72

昭和63年 57 21 1 79 20 99

平成1年 47 1 48 10 58

平成2年 43 2 45 12 57

平成3年 29 29 32 61

平成4年 40 3 43 18 61

平成5年 55 3 58 36 94

平成6年 71 2 73 10 83

平成7年 73 4 2 26 105 22 127

平成8年 60 14 4 78 39 117

平成9年 69 1 70 25 95

平成10年 62 4 4 2 72 12 84

平成11年 58 6 5 2 71 71

平成12年 52 6 7 65 18 83

平成13年 41 12 4 57 20 77

平成14年 34 4 13 4 55 32 87

平成15年 31 31 20 51

平成16年 35 13 48 29 77

平成17年 37 37 19 56

平成18年 21 6 27 2 29

平成19年 22 2 24 11 35

平成20年 26 8 34 4 38

平成21年 20 20 3 23

平成22年 17 17 17

平成23年 19 19 19

平成24年 19 19 8 27

平成25年 25 25 6 31

平成26年 18 18 3 21

平成27年 10 10 2 12

合計建築年
戸建て
住宅等

戸建形式以外の住宅
計 町営住宅

 
（資料：大空町 平成 27 年） 
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61.5％

39.9％

39.3％

26.0％

19.8％

18.6％

16.2％

14.0％

12.2％

7.6％

4.4％

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

ここで老後も生活を続けて行けそうだから

町外に移りたいという理由がないから

生活環境（交通・住宅・買い物等）が良いから

現在の近所付き合いが良好だから

気候条件が良いから

働く場所があるから

交通が便利だから

日常生活が便利だから

医療や福祉面に概ね不安がないから

子育て、子供の教育によい環境だから

その他

4．住生活に関わる既往の住民意向調査等 

 

（１）住生活環境に対する住民の満足度および重要度 

第２次大空町総合計画の策定において実施した住民意向調査から、住生活に関する内容に着

目すると、「大空町に住み続けたい理由」として３番目に多い項目が「生活環境（交通・住宅・

買い物）が良いから」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-4-1 大空町に住み続けたい理由 第２次大空町総合計画より 

 

一方、大空町外に移り住みたい理由として、「生活環境（交通・住宅・買い物）が良くないか

ら」は３番目に少ない項目となっています。 

以上から、生活環境としての住宅環境に対して概ね満足度が高いことがうかがえます。 
 

64.8％

51.8％

51.4％

35.8％

31.6％

12.0％

9.0％

8.2％

6.2％

3.8％

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

ここで老後も生活を続けて行くことに不安があるから

医療や福祉面が不安だから

交通が不便だから

日常生活が不便だから

働く場所がないから

その他

子育て、子供の教育環境として不安があるから

生活環境（交通・住宅・買い物等）が良くないから

現在の近所付き合いが良好でないから

気候条件が良くないから

 
図 1-4-2 大空町外に移り住みたい理由 第２次大空町総合計画より 
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さらに、「将来の大空町にどのような姿を望みますか。」という設問に対し、「生活環境（交通・

住宅・買い物など）に恵まれた便利で住みよい町」という回答が２番目に多く、住生活および

住環境への住民の重要度が高いことがうかがえます（図 1-4-3）。 

また、自然が豊かで美しく、環境にやさしい町を望む回答も３割近くとなっています。 

 

47.3％

41.9％

27.4％

27.2％

14.1％

9.2％

1.5％

0％ 5％ 10％ 15％ 20％ 25％ 30％ 35％ 40％ 45％ 50％

保険医療や福祉が充実し、いつまでも健康に暮らせる町

生活環境（交通、住宅、買い物など）に恵まれた便利で住みよい町

自然が豊かで美しく、環境にやさしい町

人がいきいきと働くことのできる産業の町

地域での交流や支えないが多く見られる町

教育環境が充実し、学習活動や文化・スポーツ活動が盛んな町

その他

図 1-4-3 将来の大空町にどのような姿を望みますか 第２次大空町総合計画より 

 

（２）老後の暮らしにおける住環境に対する意向 

「老後の暮らしを考えたとき、不安を感じることはどのようなことですか。」という設問に対

して、「今の場所に住み続けられるか（交通、買い物、通院など不便にならないか）」とした回

答は、自らの健康や経済的な安心感、さらに介護面に続いて 4 番目に多く、「面倒をみてくれる

人がいるか」が６番目となっています。「安心して住める住宅があるか」は３番目に少ない回答

となっています。 

以上から、高齢期に適した住宅の整備においては、バリアフリーなどの建物における対策に

併せて、生活支援を提供できる一体的な施策が必要であることが読み取れます。 

66.1％

56.9％

48.8％

37.7％

21.8％

19.4％

8.3％

5.2％

1.0％

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

いつまでも健康でいられるか

年金など生活費を得ることができるか

介護保険で十分介護を受けられるか

今の場所に住み続けられるか（交通、買い物、通院など不便にならないか）

生きる楽しみが持てる（生きがい、社会的な活動など）

面倒をみてくれる人がいるか

安心して住める住宅があるか

友人や仲間が持てるか

その他

 
図 1-4-4 老後の暮らしを考えたとき、不安を感じることはどのようなことですか 

第２次大空町総合計画より 
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（３）子育てに関わる住生活への意向 

「少子化対策や子育て支援として、特にどのようなことに力を注ぐべきだと思いますか。」と

いう設問に対して、「子育て世代向けの住宅を増やす」とした回答は 3 番目に少ない一方で、「出

産、育児、医療、保育、教育などの経済的負担が減るようにする」とした回答は最も多くなっ

ています。 

住宅ローン利用予定者を対象に住宅金融支援機構が実施した調査では、住宅取得への意向と

しては「子供や家族のため」とする回答が特に 20 歳代と 30 歳代で著しく多いことを合わせる

と、住宅が子育てに重要な生活資材でありながら、高額な資金が必要な住宅取得は、現実的に

子育て世代にとって大きな負担となることが考えられます。 

また、「安心して子供が遊べる公園や遊び場を充実する」とした回答割合も中位となっており、

外部環境を含めた住生活のあり方に必要性を感じていることがうかがえます。 

55.0％

40.0％

30.6％

20.9％

19.1％

18.5％

16.4％

16.1％

13.0％

10.5％

6.2％

2.4％

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

出産、育児、医療、保育、教育などの経済的負担が減るようにする

未婚の男女が出会う機会を増やす

保育サービスを充実する

地域で子育てを助け合えるようにする

安心して子供が遊べる公園や遊び場を充実する

小学生などの学童保育（放課後児童対策）を充実する

出産や子育てに関する相談が気軽にできるようにする

労働時間の短縮や育児休暇の普及などを促進する

子育て世代の親同士が交流できる機会を増やす

子育て世代向けの住宅を増やす

男性（夫）の育児や火事への参加を促す

その他

 
図 1-4-5 少子化対策や子育て支援として、特にどのようなことに力を注ぐべきだと思いますか 

第２次大空町総合計画より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1-4-6 住宅を取得する理由（年齢別）（3つまで回答）住宅金融支援機構  
「平成 27 年度 民間住宅ローン利用者の実態調査【民間住宅ローン利用予定者編】（第 3回）」 
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（４）産業労働力の確保に対する意向 

「農業振興として、特にどのようなことに力を注ぐべきだと思いますか。」という設問に対し

て、「労働力の確保」とした回答は２番目に多く、地域の基盤産業である農業振興策として、労

働力の確保に対する必要性が高まっています（図 1-4-7）。 

一方、北海道における農業法人を始めとする農業事業体では、雇用確保に求められる待遇と

して、住宅手当などを整備している割合が 4 割以下となっており、さらに扶養手当においては

導入率が 3 割以下に留まっていることが示されており（図 1-4-8：全国新規就農相談センター

（全国農業会議所）調査資料）、大空町においても同様の傾向にあると考えられます。 

生活消費の中でも特に固定的で高額となる住宅費用は、特に子育て世代の被雇用者にとって

家計負担となるほか、雇用者にとっても大きな事業負担となります。 
 

42.2%

40.5%

29.3%

24.0%

21.2%

18.8%

18.5%

18.4%

17.2%

12.4%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

大空町としてのブランドの強化、イメージアップ

労働力の確保（後継者、新規就農者、農繁期のパート労働など）

利用しやすい農業基盤づくり（農地の集約、生産基盤の整備、保全など）

低農薬・無農薬栽培、土作りなどによる安全な農畜産物づくりの推進

町内での販売や消費の推進（直接販売、地産地消の推進）

生産体制の効率化（共同化、集団化、法人化の推進など）

生産技術の高度化や新たな作物、品種の導入

新たな販路開拓や契約生産など流通先の拡大支援

農畜産物を使った加工分野の育成

観光・体験型農業の推進

その他

 
図 1-4-7 農業振興として、特にどのようなことに力を注ぐべきだと思いますか 

第２次大空町総合計画より 
 

28.3%

38.1%

67.2%

48.4%

42.6%

19.3%

23.4%

19.3%

13.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

扶養手当

住宅手当

通勤手当

有 無 不明

 
図 1-4-8 農業法人などにおける従業員（正社員）の待遇（手当）導入状況（北海道 244 法人回答） 

農業法人などにおける雇用に関する調査結果より（平成 22 年度 全国新規就農相談センター） 
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5. 上位計画・関連計画の概要 
 

（１）住生活基本計画（全国計画）（平成 28 年 3 月） 

国は、住生活基本法（平成 18 年法律第 61 号）に基づき、住生活基本計画（全国計画）（平

成 18 年 9 月 19 日閣議決定）を策定し、住生活の安定の確保と向上の促進のための基本的施策

を定めるものとしています。同計画はおおむね 5 年毎に見直すこととされており、これに基づ

き、平成 28 年 3 月に平成 28 年度から 37 年度までを計画期間とした新計画を策定しています。 

 

表 1-5-1 住生活基本計画（全国計画）の体系 
基本方向 具体の取組み 

■目標１  
結婚・出産希望
の若年世帯・子
育て世帯が安
心して暮らせ
る住生活 

希望する住宅を選択・確保でき
る環境整備 

①子育て世帯向けリフォーム促進等により、民間賃貸住宅活用 
②公営住宅への優先入居等により、公共賃貸住宅入居支援 
③良質で魅力的な既存住宅の流通促進等により、持家取得支援 

子育てを実現できる環境整備
で希望出生率1.8を実現 

①世代間の助け合いで子育てできる三世代同居・近居の促進 
②子育て支援施設の立地誘導等で地域ぐるみで子育て環境整備 

■目標２ 
高齢者が自立
して暮らすこ
とができる住
生活 

安全に安心して生涯のための
住宅改善・供給 

①「新たな高齢者向け住宅のガイドライン」策定 
②まちづくりや需要に応じたサービス付き高齢者向け住宅等供給促進 

希望する地域で住宅確保、日常
生活圏で介護・医療・生活支援
サービスが利用できる居住環
境を実現 

①「生涯活躍のまち」の形成 
②高齢者世帯・子育て世帯等支援地域拠点の形成 
③住み替え等の住生活関連資金の確保（公的保証民間金融機関支援による
リバースモーゲージ普及） 
④ 住宅資産の活用や住み替えに関する相談体制の充実 

■目標３ 
住宅確保に特
に配慮を要す
る者の居住安
定確保 

住宅確保要配慮者（低額所得
者、高齢者、障がい者、ひとり
親・多子世帯などの子育て世
帯、生活保護受給者、外国人、
ホームレス等）、安心して暮ら
せる住宅確保の環境整備 

①空き家活用促進、民間賃貸住宅活用の新たな仕組み構築も含めた住宅セ
ーフティネット機能強化 
②民間賃貸住宅の円滑な入居促進として居住支援協議会設置等支援 
③公営住宅等の適切な供給、地域の実情を踏まえたPPP/PFIも民間事業者等
の様々なノウハウや技術活用 
④公共賃貸住宅団地の建替実施における高齢者・子育て支援施設等の地域
拠点整備 

■目標４ 
住宅すごろく
を超える新た
な住宅循環シ
ステム構築 

資産として承継されていく住
宅流通の創出 

①建物状況調査・住宅瑕疵保険等の活用による品質確保 
②建物状況調査の人材育成や非破壊検査活用等、検査の質の確保・向上 
③住宅性能表示、住宅履歴情報等、活用した消費者への情報提供 
④消費者が住みたい・買いたいと思う既存住宅の「品質＋魅力」の向上（外
壁・内装のリフォーム、デザイン等） 
⑤既存住宅の価値向上を反映した評価方法の普及・定着 

リフォーム投資拡大と住み替
え需要喚起による住宅市場の
牽引力創出 

①長期優良住宅な等の良質で安全な新築住宅の供給 
②住宅担保による資金調達を踏まえた住宅金融市場整備・育成 

■目標５ 
建替・リフォー
ムによる安全
で質の高い住
宅ストックへ
更新 

旧耐震住宅(約900万戸)、省エ
ネ性未整備住宅、バリアフリー
未整備住宅などの建替・リフォ
ームによる安全で質の高い住
宅ストック更新 

①耐震性がない住宅や密集市街地の建替・リフォーム等による更新 
②投資意欲を刺激する健康増進・魅力あるデザインな等、フォームの推進 
③民間賃貸住宅の計画的維持管理促進に必要な修繕資金確保手段の検討 
④消費者の相談体制や事業者団体登録制度の充実・普及 

区分所有者合意形成を要する
老朽化マンション建替・改修促
進による耐震性などの安全性
や質の向上 

①敷地売却制度等の促進や再開発事業による住宅団地再生 
②空き家が多いマンションの合意形成・団地型マンション建替に関する新
たな仕組みの構築 
③管理組合の担い手不足対応、管理費等の徴収手法や長期修繕計画及び修
繕積立金設定 

■目標６ 
急増空き家活
用・除却推進 

利活用や計画的な解体・撤去推
進と増加抑制 
特に増加が著しい地方対策推
進による地方創生 

①空き家増加抑制のための新たな住宅循環システム構築 
②空き家活用で地方移住、二地域居住等の促進 
③古民家等の再生・他用途活用  
④介護、福祉、子育て支援施設、宿泊施設等の用途転換促進 
⑤定期借家制度等の賃貸借方式を利用した既存住宅活用促進 
⑥利活用相談体制、所有者等の情報収集・開示方法充実 
⑦空き家法活用による老朽空き家等の計画的解体・撤去促進 

■目標7 
強い経済に貢
献する住生活
産業の成長 

住生活産業の担い手確保・育成
による地域経済活性化と良質
で安全な住宅供給の環境実現 

①地域材の良質木造住宅供給促進や設計者・技能者の育成等 
②伝統的技術の確実な承継発展とCLT（直交集成板）等の部材・工法等の技
術開発推進 

住生活関連の新ビジネスの成
長と居住者の利便性向上 

①住宅ストックビジネス（既存住宅維持管理、リフォーム、建物状況調査、
住宅ファイル、空き家管理等）推進、住生活産業の多角化に対応した担い
手確保や育成強化 
②子育て世帯・高齢者世帯など幅広い世帯のニーズに応える住生活関連新
ビジネス市場の創出 
③住生活産業の海外展開を支援 
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（２）北海道住生活基本計画（平成 24 年 3 月） 

北海道は、「住生活基本法」に基づく都道府県計画として、全国計画に即し、北海道住生活基

本計画を平成 19 年 2 月に策定しましたが、平成 23 年 3 月の全国計画の見直しを踏まえ、新た

な計画として策定しました。現在、全国計画の見直し（平成 28 年 3 月変更）に伴い、平成 28

年度中の改訂作業を進めています。 

表 1-5-2 北海道住生活基本計画の体系 
基本方向 具体の取組み 

１．子供か

ら高齢者、

障がい者ま

ですべての

人が安全に

安心して暮

らせる住ま

い・環境づ

くり 

(1)住宅のセーフティネットとしての

公営住宅の供給 

①住宅のセーフティネットとしての公営住宅の供給 

②効果的・効率的な公営住宅整備 

(2)高齢者が安心して暮らせる住ま

い・環境づくり 

①サービス付き高齢者向け住宅の供給促進 

②福祉サービスと連携したシルバーハウジングの展開 

③高齢者の住まいに関する情報提供、相談体制の充実 

(3)障がい者が安心して暮らせる住ま

い・環境づくり 

①障がい者の自立支援に向けた住宅供給の促進 

(4)安心して子供を産み育てられる住

まい・環境づくり 

①子育て支援住宅の整備推進 

(5)災害時の住宅確保や生活支援 ①災害時の住宅確保や生活支援 

(6)すべての人が安心して共に暮らせ

る住まい・環境を支えるコミュニティ

の形成 

①すべての人が良質な住宅を確保できる仕組みづくり 

②すべての人が安心して生活できる生活支援サービスの提供 

２．良質な

住宅の供給

と既存スト

ックの活用

の促進 

(1)住宅におけるユニバーサルデザイ

ンの普及促進 

①住宅におけるユニバーサルデザインの普及促進 

(2)北国にふさわしい良質な住宅スト

ックの形成 

①北方型住宅の普及促進 

②質の高い共同住宅の普及促進 

③良質な民間賃貸住宅ストックの形成 

(3)既存住宅の基本性能の向上 ①性能向上リフォームの促進 

(4)既存住宅の耐震化の促進 ①既存住宅の耐震化の促進 

(5)住宅に関する情報の提供や相談体

制の充実、普及啓発 

①消費者が安心して住宅取得するための住宅関連情報の提供 

②北国にふさわしい住まいづくりの意識の啓発 

(6)循環型の住宅市場の形成 ①住み替えによる住宅ストック活用の仕組みづくり 

②北海道Ｒ住宅システムなど、質の高い中古住宅流通の促進 

(7)マンションの適正な管理の促進 ①マンションの適正管理に向けた普及啓発・管理相談 

３．良好な

居住環境の

維持向上と

住まいづく

りによる地

域再生 

(1)豊かな自然環境や美しい景観を保

全・活用する住まい・地域づくり 

①景観の保全や街並みの形成に向けた住まい手の意識啓発 

②廃屋の除却など良好な景観づくりの推進 

③魅力ある田園地域の暮らし・住まいの創出 

④移住希望者に対する居住支援 

(2)中心市街地に安心とにぎわいを創

出するまちなか居住の推進 

①まちなか居住の推進 

②まちなかにおける地域福祉拠点、交流拠点等の創出 

(3)良質な住宅ストックや良好な住環

境を活かした郊外ニュータウン・大規

模住宅団地の再生 

①郊外ニュータウン・大規模住宅団地の再生 

②公共賃貸住宅団地の建替等に合わせた地域福祉拠点、交流拠点の

創出 

(4)住民による住環境のマネジメント

活動の促進 

①住民による住環境のマネジメント活動の促進 

４．環境重

視型社会の

実現に向け

た住まいづ

くり 

 

(1)環境重視型社会の実現に向けたゼ

ロエミッション技術の開発 

①北海道型ゼロエミッション住宅の開発 

(2)ＣＯ２排出量の削減に向けた取組

みの推進 

①木造公営住宅の建設などによる地域材や再生可能エネルギーの

利用促進 

②省エネルギー性能の高い住宅の建設促進 

(3)環境重視型社会の実現に向けたラ

イフスタイルの提案 

①環境重視型社会の実現に向けたライフスタイルの提案 

５．北海道

の優位性を

活かした産

業振興と、

地域の住生

活を支える

産業の推進 

(1)高断熱･高気密住宅や道内産建材

等の特性を活かした道外への販路の

拡大 

①高断熱･高気密住宅や道内産建築部資材の特性を活かした道外へ

の販路の拡大 

(2)住宅建築技術者や住宅関連事業者

の技術力の向上 

①北方型住宅、北海道Ｒ住宅の普及に向けた人材育成 

②社会ニーズに対応した住宅建築技術者の育成 

(3)地域の住宅関連事業者の連携によ

る住まいづくりの推進 

①地域の住宅関連事業者の連携による住まいづくりの推進 

②住宅建築技術者・住宅関連事業者に関する情報提供の充実 

(4)北海道の良質な資材を活かす住宅

関連産業の振興 

①地域材を活用した良質な木造住宅の供給 

②地域経済に寄与する域内循環の促進 
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（３）第２次大空町総合計画（平成 28 年度～平成 37 年度） 

大空町総合計画は町の最上位計画として長期的な視点から将来的な大空町の見通しを明らか

にし、大空町の新しいまちづくりの指針となるものです。 

総合計画における平成 37 年度の将来人口は、6,575 人と推計され、その結果を踏まえ、目

標人口を 6,800 人と設定しています。 

大空町総合計画に示されている施策体系のうち、住生活に係る分野は、安全安心で快適な暮

らしのための住まいや、地域の生活環境をより豊かなものにする住環境および景観、人口規模

を維持するための移住・定住対策の促進など、多岐にわたっています。 

 

  
図 1-5-1 大空町総合計画の施策体系と住生活に係る施策 
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（４）大空町総合戦略（平成 27 年度～平成 31 年度） 

大空町総合戦略は、人口減少とその影響による地域の停滞に歯止めをかける施策体系として

平成 27 年度に策定されました。 

住生活分野に関わる施策群は、「行きたい、住みたい、住み続けたい、魅力あふれるまちづく

り」として、移住・定住人口の受け入れ対策として、空き家の有効活用を図る住み替え促進事

業、住宅リフォーム事業、宅地造成推進事業、さらに子育て世代に対する支援としていきいき

子育て住宅支援事業、また町営住宅住環境整備事業、町営住宅入居推進事業、賃貸住宅家賃助

成事業、賃貸住宅建設・改修支援事業などを掲げ、持家、民間賃貸住宅、町営住宅などの多様

な居住インフラ整備の促進を図っています。 

 

  
図 1-5-2 大空町総合戦略 政策の基本目標 
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図 1-5-3 大空町総合戦略 住宅政策に関わる内容（抜粋） 
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（５）大空町都市計画マスタープラン（平成 23 年度～平成 42 年度） 

都市計画マスタープランは、大空町のまちづくりを進めて行くための基本的な方針を定め、

まちの将来像をより具体的に示し、個別の都市計画の決定や変更されるべき方向を示す指針と

なるものです。 

都市計画マスタープランにおける将来人口は、平成 32 年に 7,800 人、平成 42 年に 7,200

人と推計していますが、近年の人口減少に伴い、市街地形成の拡大を前提とした都市計画マス

タープランにおける人口規模設定は、本計画においての整合性を特に重視しないこととします。 

 

表 1-5-3 大空町都市計画マスタープランの方針 

基本目標 住宅施策に係る基本方針・展開方針等

【都市将来像】 （住環境整備の方針）

　①豊かな自然環境と共生する都市（まち） ■住宅・住宅地の質的向上

　②地域のアイデンティティを確立した都市（まち） 　公営賃貸住宅や公共分譲住宅地を計画的に整備していきます。

　③優しさを実感できる都市（まち） 　整備にあたっては、災害に強い家づくりや景観に配慮したデザイン・

　色彩や、高齢者が安心・安全に暮らせるようバリアフリー仕様などの

【基本目標】 　住宅改善に対する支援体制の充実に努めます。

①豊かな自然環境と共生する都市（まち）の 　また、子供から高齢者までの誰もが安心・安全に暮らし続けることが

　基本目標 　できるよう、保険・医療・福祉分野における公共施設と連携したユニ

〈人と自然との共生〉 　バーサルデザインによる都市づくりを進めます。

　開発と環境を高い次元で調和させ、環境の保全 ■多様化する需要に対応した住宅の安定供給

　と創造の統合を図り、全体として豊かな自然と 　定住者や町民のライフスタイルの多様化に伴い住宅需要も多様化して

　共生する都市環境づくりを目指す。 　いるため、空家などを活用した高齢者向け・若年勤労者向け住宅など

②地域のアイデンティティを確立した都市（まち） 　の多様な住宅供給を目指します。

　の基本目標 ■上水道の安定した供給の確保

〈多様な交流〉 　安全でおいしい水を安定的に供給できるよう、老朽化した配水管の計

　地域のアイデンティティを確立し、地域内外、国内 　画的・効率的な整備を図ります。

　外と地域間交流の活性化を促すような魅力的な都市 ■ごみ減量化・再資源化の推進

　づくりを目指す。 　環境への負荷を考慮した低炭素社会の構築を効果的にすすめるため、

③優しさを実感できる都市（まち）の基本目標 「ごみの発生抑制」と「再利用・再生利用」という観点が重要であるこ

〈安全・安心） 　とから様々な活動を通じて環境問題やごみ処理意識の啓発を図るとと

　ノーマライゼーションの実践を支援する基盤施設 　もに、適正処理体制の確立を図ります。

　整備に配慮し、人にやさしい生活空間を実感できる ■公共公益施設の有効活用と適切な配置

　都市づくりを目指す。 　公共公益施設は有効活用を図るとともに、町民の利便性を考慮し、施

　設更新時には機能の集約化・複合化など適正な配置となるよう努め、

　地域間利用も活発となるよう交通網の整備と連携しつつ、町民サービ

　スの向上に努めます。　　
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（６）大空町過疎地域自立促進市町村計画（平成 28 年度～平成 32 年度） 

大空町過疎地域自立促進市町村計画は、「過疎地域自立促進特別措置法」に基づき、住民福祉

の向上、生活環境の整備、雇用の増大を図るため、総合的かつ計画的な対策を実施するために

必要な特別措置を講じるための計画です。 

 

表 1-5-4 大空町過疎地域自立促進計画の方針 

基本方針 住宅施策に係る基本方針・展開方針等 

「第２次大空町総合計画」に 

基づいた地域の自立促進 

 

●道路事業や下水道事業など生

活基盤整備の継続 

●少子高齢化、多様化する 

情報化社会、環境調和型社会に

対応した社会資本整備や生活

環境整備を推進 

 

○高齢化社会に対応した公営住宅の充実 

○公的住宅団地の造成・分譲を推進 

 昭和団地解体撤去事業 ４棟１６戸解体 

中央さくら団地建替事業 ４棟６戸建設、３棟１２戸解体 

町営住宅維持補修事業 改修・修繕等 

公営住宅等長寿命化計画策定事業 

○民間宅地の適切な造成 

○廃屋・廃施設対策の実施 廃屋・廃施設等解体撤去事業  

○道路、公共施設等のバリアフリー化の促進 

○移住・定住の促進 移住・定住対策事業 住替え促進事業 

 

（７）第２次大空町障がい者計画（平成 28 年度～平成 37 年度） 

大空町障がい者計画は、「障害者基本法」に基づき、障害の有無にかかわらず、誰もが排除、

分離、隔離されずに共に生きていく社会こそが自然な姿であり、誰においても生きやすい社会

であるとのノーマライゼーションの考え方を基本として、「共生社会」の実現を目標に、大空町

における障がい者施策を総合的に推進するための計画です。 

 

表 1-5-5 第２次大空町障がい者計画の方針 

基本理念 住宅施策に係る基本方針・展開方針等 

●障害の有無に関わらず地域生活を営み 

自立生活に必要なサービスが障がい者に

提供される 

●障害の有無にかかわらず相互に人格と個

性を尊重し支え合う共生社会を目指す 

●バリアフリーの促進により誰もが安全に

生活できる環境整備に努める 

■生活環境の向上 

・段差解消や手すり設置など住宅改修費用の助成 

・日常生活に必要な支援機能を備えた 

住まいの整備の促進 

・緊急時の行動が困難な人に緊急通報システムを設

置 

・冬季の安全確保に向けた除雪サービス 
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（８）大空町耐震改修促進計画（平成 28 年度策定中） 

大空町耐震改修促進計画は、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」に基づき、大地震によ

る建築物の倒壊などによる生命や財産などの被害を未然に防ぐため、住宅をはじめとする建築

物の耐震化を促進するための計画です。 

現在、平成 25 年 11 月に改正された同法に則って、北海道耐震改修促進計画の見直しが平成

28 年 5 月に策定されました。これに伴って、大空町では平成 23 年度に策定した大空町耐震改

修促進計画の見直し作業を行っています（平成 29 年 3 月策定予定）。 

なお、現在、大空町では民間住宅の耐震改修を促進するための取組みとして、耐震診断や改

修に関わる相談窓口の整備や情報提供を行うほか、木造戸建て住宅の無料耐震診断（簡易診断）

等を行っています。 

 

表 1-5-6 大空町耐震改修促進計画の方針（H23 年度計画より） 

基本目標 住宅施策に係る基本方針・展開方針等

基本的な取組方針

【耐震改修促進のための課題】 （１）民間住宅・建築物の耐震化に向けた基本的な取組方針

●総合的な地震対策の推進 　　１）耐震化に係る相談体制の整備、耐震化に向けた普及啓発、

　　大規模地震に備えた総合的な地震対策 　　　　情報発信

●住宅の耐震化の推進 　　２）耐震診断・耐震改修を促進するための支援

　　生活の基盤である住宅の耐震化の推進 　　３）耐震改修を担う人材の育成・技術力向上

●多数利用建築物・避難所指定建築物の

　耐震化の推進 （２）町が所有する公共建築物の耐震化に向けた基本的な取組方針

●適切な耐震改修に向けた情報提供、 　　１）多数利用建築物、避難所指定建築物の耐震化の促進

　技術者の技術力向上 　　２）町営住宅の耐震化の促進

　　３）その他公共施設の長期的な目標のもとに耐震化の推進

【耐震化の目標】

　住　　　　　宅：９０％

　多数利用建築物：９０％
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6. 住生活にかかる課題 

本項目では、統計調査などから読み取った大空町における住宅および住環境に関する現状や、

総合計画策定に向けて実施された意向調査などから、大空町における住生活にかかる課題を抽

出します。 

（１）だれもが安全に安心して暮らせる住宅・住環境の確保 

大空町では少子高齢化が進行しており、住民意向調査からは多くの住民ができるだけ長く現

在の居住環境に住み続けたいという意向がうかがえます。 

また、そのために求められる高齢期に適した住宅整備においては、生活に対する支援を併せ

て備えることが必要であるという意向もうかがえることから、年齢に伴う障害や、その他の理

由による障害にかかわらず、できるだけ自立した生活を続けられる環境整備が必要であると考

えられます。 

地域人口の高齢化に伴って、高齢化への対応として、建築物のバリアフリー化の他、単身世

帯を始めとする小規模世帯の生活ニーズのひとつである生活上の安心を高める取組みが求めら

れています。 

例えば、日常的な安心をもたらす愛玩動物の飼育を受け入れる町営住宅の必要性や、緊急時

にも安心できる家族以外との共同生活について、今後の検討が求められます。 

さらに、持家、町営住宅、民間賃貸住宅などの住宅所有の形態にかかわらず、子育てのため

に住まいを得ようとする人が、円滑に適切な住まいに居住できる環境の整備が必要となってい

ます。 

 

（２）住宅セーフティネットや定住人口の受け皿としての良質な住宅ストックの形成 

国が策定した「住生活基本計画（全国計画）」において、“住宅の確保に特に配慮を要する者

の居住の安定の確保”を目標として掲げ、自力では適切な住宅を確保することが困難な者（高齢

者、障がい者、子育て世代）に対する、町営住宅や民間賃貸住宅による重層的な住宅セーフテ

ィネットの構築を図ることとしています。 

また、北海道の「住生活基本計画」においても住宅のセーフティネットとしての公営住宅の

供給を具体的な取組みとしています。 

大空町では、現在、569 戸の町営住宅を管理しており、町営住宅には高齢者を中心に低額所

得者が多数入居するなど、住宅のセーフティネットとしての役割を果たしており、今後もその

役割を維持する必要があると考えられます。 

一方、町内の民間賃貸住宅にも一定の需要が考えられますが、今後、新たな民間賃貸住宅の

供給について可能性が高くないことを勘案し、定住対策としての町営住宅の適切な管理戸数を

設定することが求められます。 

さらに、既に耐用年数を超過した住宅や、建設年度の古い住戸に対して、居住水準の確保や、

長寿命化を図るなど、適切な更新を行う必要があります。 
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（３）環境に優しい住まいや住環境の形成 

総合計画策定時の意向調査における、将来においても自然が豊かで環境にやさしい町であり

たいという意向を実現するために、美しい景観の形成に配慮した住環境の整備や、CO２（二酸

化炭素）排出量の削減に向けた北国にふさわしい良質な住宅ストックの形成、スクラップアン

ドビルドから既往の住宅ストックを有効に活かした住宅市場を形成することが求められていま

す。 

 

（４）定住対策や防災・防犯対策、コンパクトな市街地形成に向けた空き家の活用 

人口減少に伴う市街地の空き家の増加も防犯・防災上の課題となっています。そこで、大空

町空き家等情報登録制度との連携により、これまでに空き家となった民間住宅を活用する支援

策などを活用し、移住促進や産業従事者の確保による地場産業振興を支えることが求められて

います。 
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第 2 章 住宅施策の方向 
 

1. 住宅施策の基本理念 

大空町総合計画では、町の将来像「夢を絆を 笑顔で彩る大空町」に基づき、「にぎわい ひ

ろがる 産業のまちづくり」、「あたたかさ あふれる 福祉のまちづくり」、「いきがい はぐ

くむ 学びのまちづくり」、「ゆたかさ うるおう 生活のまちづくり」、「ふれあい つながる 

協働のまちづくり」の 5 つの基本目標を掲げ、住み良さを実感できる大空町の実現を目指して

います。 

本計画は、基本目標のうち「ゆたかさ うるおう 生活のまちづくり」を住宅施策の基本理

念とし、計画的に、快適で美しい環境のまちづくりを進めるとともに、子供から高齢者、障が

い者まで健やかでいきいきと暮らせる環境づくりや、あらたに大空町に住みたい人を受け入れ

る環境整備を進めます。 
 

基本理念 「ゆたかさ うるおう 生活のまちづくり」 

 

2. 住宅施策の基本目標 

基本理念と課題に基づき、住宅整備に関わる基本目標を以下のとおり設定します。 

 

目標１ 安全に安心して暮らせる住宅・住環境の形成 

・誰もが安心して暮らせる住まい・環境づくり 

・高齢者や障がい者に配慮した町営住宅の整備 

・安心して子育てが出来る住環境づくり 

・住まいに関する情報提供や相談体制の充実 

・住民による住環境向上のための活動の促進 

 

目標２ 住宅のセーフティネットとしての町営住宅の供給 

・住宅困窮者の需要に対応した住宅のセーフティネットとしての町営住宅の供給 

・災害時など突発的な住宅需要への対応や生活支援  

 

目標３ 大空町の環境と調和した良質で省エネルギーな住宅ストックの形成 

・北国にふさわしい良質な住宅ストックの形成 

・ＣＯ２（二酸化炭素）排出量の削減に向けた取組みの推進 

・循環型の住宅市場の形成 

・豊かな自然環境や美しい景観を保全・活用する住まい・地域づくり 

 

目標４ 移住・定住の促進へ向けた住宅施策の充実 

・持ち家の取得の促進 

・住まいに関する情報の提供や相談体制の充実、普及啓発 

・町内事業所に対する従業員住宅への支援 

・民間賃貸住宅に入居する転入世帯への助成 
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第 3 章 計画フレームの設定 

 

1．将来人口及び世帯数の設定 
 （１）将来人口の設定 

大空町は平成 28 年度から平成 37 年度を計画期間とする総合計画の中で、平成 37 年度の将

来人口として推計された 6,575 人を踏まえ、目標人口を 6,800 人と設定しています。 

同様に、平成 27 年度に策定した大空町人口ビジョンおよび総合戦略では、大空町の目標人口

を 6,800 人としています。 

 
図 3-1-1 大空町人口ビジョンおよび総合戦略（平成 27 年度）における人口推計と人口目標 

 

 本計画の根拠法の基本的な方針として、住宅及び住環境整備は、高度経済成長期を背景と

した人口増加傾向における量の確保の時代から、人口減少傾向への転換とともに質の向上の時

代に移り変わっています。 

一方で、地域にとって人口減少は、産業、医療、福祉、社会資本整備、財政など、あらゆる

側面に影響を及ぼし、地域の存続を揺るがす根本的な問題です。このため、地域政策分野をま

たいだ連携や、地域における多様な主体の参画による総合力を発揮して、人口減少を食い止め

ることが喫緊の課題となっています。 

以上から、地域政策の一環である住宅政策においても、総合計画ならびに総合戦略が目標と

する人口維持に向けた定住人口の受け皿として住宅インフラの量的充足を図ることが求められ

ており、本計画における人口フレームを、総合計画・総合戦略に掲げる平成 37 年の目標人口

6,800 人とします。 

大空町 

住生活基本計画 

人口フレーム 
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（２）将来世帯数の設定 

大空町の将来の世帯数の推計は、前述の（１）で推計した将来人口を、想定される１世帯当

りの平均世帯人員で除して設定します。 

ここで、国立社会保障人口問題研究所による「日本の世帯数の将来推計（都道府県別推計）」

による北海道の世帯数推計値を用いて、大空町の 1 世帯当りの世帯人員（一般世帯）を算出す

ると、表 3-1-1 のようになります。 

なお、この算出においては表 3-1-2 に示した、平成 27 年国勢調査における北海道の世帯人

員数に対する大空町の世帯人員数の比率を用いました。 

 

大空町将来世帯数設定値 

＝大空町目標人口【人口ビジョン】÷ 

（北海道世帯人員数推計値【社会保障人口問題研究所】×H27 国勢調査対北海道比率） 

 

 

表 3-1-1 将来の世帯人員の推計結果 

社人研

世帯推計 北海道 2.14 2.10 2.07 2.05 2.04 2.09 2.07

大空町 2.50 2.47 2.43 2.41 2.40 2.46 2.43

女満別地区 2.51 2.48 2.44 2.42 2.38 2.47 2.44

東藻琴地区 2.48 2.45 2.41 2.39 2.41 2.44 2.41

社人研推計

北海道をもとに

算出

2021年

H33

2026年

H38

平均世帯人員（一般世帯）

都道府県 2015年

H27

2020年

H32

2025年

H37

2030年

H42

2035年

H47

 
 

表 3-1-2 平成 27 年国勢調査 世帯人員（一般世帯）における大空町の対北海道比率 

北海道 2,438,206 - 5,198,268 2.13 1.00

大空町 2,865 1.000 7,175 2.50 1.17

女満別 1,958 0.317 4,923 2.51 1.18

東藻琴 907 0.683 2,252 2.48 1.16

世帯人員

/世帯

（一般世帯）

対北海道

比率
H27　国勢調査

一般世帯

世帯数
比率

一般世帯

世帯人員
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この想定世帯数を使って平成 38 年の世帯数を女満別地区、東藻琴地区のそれぞれで求めた

ものが表 3-1-3 で、女満別地区が 1900 世帯、東藻琴地区が 880 世帯となります。 

 

表 3-1-3 世帯数の推計結果 

2025年

H37

2040年

H52

人口 人口 世帯人員 人口 世帯

大空町 6,800 5,940 2.43 6,743 2,780

女満別地区 2.44 1,900

東藻琴地区 2.41 880

2026年

H38
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2．住宅所有関係別世帯数の設定 
 

大空町の国勢調査による住宅所有関係別一般世帯数の推移は、表 3-2-1、住宅所有関係別一

般世帯割合の推移は表 3-2-2 のとおりです。 

 

 

表 3-2-1 住宅所有関係別一般世帯数の推移 

 
平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

1,839 1,952 2,088 2,049 2,054 1,958

1,786 1,901 2,042 2,019 2,036 1,936

1,775 1,899 2,032 2,000 2,005 1,924

1,235 1,276 1,332 1,300 1,321 1,307

233 279 300 325 334 332

128 167 227 214 209 180

179 177 173 161 141 105

11 2 10 19 31 12

53 51 46 30 18 22

900 941 981 958 905 907

880 922 965 950 896 895

870 910 962 946 892 895

555 575 626 625 614 623

179 196 220 207 179 193

32 21 24 26 24 20

104 118 92 88 75 59

10 12 3 4 4

20 19 16 8 9 12

2,739 2,893 3,069 3,007 2,959 2,865

2,666 2,823 3,007 2,969 2,932 2,831

2,645 2,809 2,994 2,946 2,897 2,819

1,790 1,851 1,958 1,925 1,935 1,930

412 475 520 532 513 525

160 188 251 240 233 200

283 295 265 249 216 164

21 14 13 23 35 12

73 70 62 38 27 34

民 営 の 借 家

給 与 住 宅

間 借 り

住 宅 以 外 に 住 む 一 般 世 帯

間 借 り

住 宅 以 外 に 住 む 一 般 世 帯

大 空 町 全 体

一 般 世 帯

住 宅 に 住 む 一 般 世 帯

主 世 帯

持 ち 家

公営・公団・公社の借家（町営住宅）

東 藻 琴 地 区

一 般 世 帯

住 宅 に 住 む 一 般 世 帯

主 世 帯

持 ち 家

公営・公団・公社の借家（町営住宅）

民 営 の 借 家

給 与 住 宅

一 般 世 帯

住 宅 に 住 む 一 般 世 帯

主 世 帯

持 ち 家

公営・公団・公社の借家（町営住宅）

民 営 の 借 家

給 与 住 宅

間 借 り

住 宅 以 外 に 住 む 一 般 世 帯

世帯数 世帯数 世帯数 世帯数 世帯数 世帯数

女 満 別 地 区
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表 3-2-2 住宅所有関係別一般世帯割合の推移 

 

平成2年 平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

97.12% 97.39% 97.80% 98.54% 99.12% 98.88% 98.14%

96.52% 97.28% 97.32% 97.61% 97.61% 98.26% 97.43%

67.16% 65.37% 63.79% 63.45% 64.31% 66.75% 65.14%

12.67% 14.29% 14.37% 15.86% 16.26% 16.96% 15.07%

6.96% 8.56% 10.87% 10.44% 10.18% 9.19% 9.37%

9.73% 9.07% 8.29% 7.86% 6.86% 5.36% 7.86%

0.60% 0.10% 0.48% 0.93% 1.51% 0.61% 0.70%

2.88% 2.61% 2.20% 1.46% 0.88% 1.12% 1.86%

100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

97.78% 97.98% 98.37% 99.16% 99.01% 98.68% 98.50%

96.67% 96.71% 98.06% 98.75% 98.56% 98.68% 97.90%

61.67% 61.11% 63.81% 65.24% 67.85% 68.69% 64.73%

19.89% 20.83% 22.43% 21.61% 19.78% 21.28% 20.97%

3.56% 2.23% 2.45% 2.71% 2.65% 2.21% 2.63%

11.56% 12.54% 9.38% 9.19% 8.29% 6.50% 9.58%

1.11% 1.28% 0.31% 0.42% 0.44% 0.00% 0.59%

2.22% 2.02% 1.63% 0.84% 0.99% 1.32% 1.50%

100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00% 100.00%

97.33% 97.58% 97.98% 98.74% 99.09% 98.81% 98.26%

96.57% 97.10% 97.56% 97.97% 97.90% 98.39% 97.58%

65.35% 63.98% 63.80% 64.02% 65.39% 67.36% 64.98%

15.04% 16.42% 16.94% 17.69% 17.34% 18.32% 16.96%

5.84% 6.50% 8.18% 7.98% 7.87% 6.98% 7.23%

10.33% 10.20% 8.63% 8.28% 7.30% 5.72% 8.41%

0.77% 0.48% 0.42% 0.76% 1.18% 0.42% 0.67%

2.67% 2.42% 2.02% 1.26% 0.91% 1.19% 1.74%住 宅 以 外 に 住 む 一 般 世 帯

平成２７年

までの平均

世帯割合世帯割合 世帯割合 世帯割合 世帯割合 世帯割合 世帯割合

大 空 町 全 体

一 般 世 帯

住 宅 に 住 む 一 般 世 帯

主 世 帯

持 ち 家

公営・公団・公社の借家（町営住宅）

民 営 の 借 家

給 与 住 宅

間 借 り

住 宅 に 住 む 一 般 世 帯

主 世 帯

持 ち 家

公営・公団・公社の借家（町営住宅）

民 営 の 借 家

給 与 住 宅

間 借 り

住 宅 以 外 に 住 む 一 般 世 帯

持 ち 家

公営・公団・公社の借家（町営住宅）

民 営 の 借 家

給 与 住 宅

間 借 り

住 宅 以 外 に 住 む 一 般 世 帯

東 藻 琴 地 区

一 般 世 帯

女 満 別 地 区

一 般 世 帯

住 宅 に 住 む 一 般 世 帯

主 世 帯
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平成 38 年における住宅所有関係別一般世帯割合を、これまでの推移や今後の人口減少および

移住促進の取組みの情勢を以下の通り見込みます。 

◆子育て世帯への住宅取得支援の施策によって持家世帯が増加する見込み 

◆周辺都市部の民間賃貸住宅の需要減少で大空町の民間賃貸住宅供給が減少する見込み 

◆経済状況から給与住宅が減少する見込み 

◆町営住宅における入居者の高齢化や町全体の人口世帯減少による需要減少の見込み 

 

以上の点を考慮して、平成 27 年度の大空町における住宅所有関係区分の構成割合をもとに、

平成 38 年度の世帯種類別ごとに割合を設定し、各世帯数を算出したものが表 3-2-3 です。 

これらから、平成 38 年度の町営住宅の想定管理戸数を 502 戸と設定します。 

なお、女満別地区、東藻琴地区における想定管理戸数は、今後の地域の人口変動や、入居者

の実情などに十分配慮した上で、管理戸数を設定していくこととします。 

 

表 3-2-3 平成 38 年 住宅所有関係別一般世帯数の想定 

所有関係区分 平成27年構成 平成38年設定 2,780戸

一般世帯数（合計） 100.00% 100.00% 2,780戸

持ち家 67.36% 68.24% 1,897戸

町営住宅 18.32% 18.06% 502戸

民営の借家 6.98% 6.94% 193戸

給与住宅 5.72% 5.32% 148戸

間借り 0.42% 0.36% 10戸

住宅以外に住む一般世帯 1.19% 1.08% 30戸

大空町

 
 

所有関係区分 平成27年構成 平成38年設定 1,900戸 平成27年構成 平成38年設定 880戸

一般世帯数（合計） 100.00% 100.00% 1,900戸 100.00% 100.00% 880戸

持ち家 66.75% 66.70% 1,267戸 68.69% 71.70% 630戸

町営住宅 16.96% 17.45% 332戸 21.28% 19.30% 170戸

民営の借家 9.19% 9.20% 175戸 2.21% 2.00% 18戸

給与住宅 5.36% 5.00% 95戸 6.50% 6.00% 53戸

間借り 0.61% 0.55% 10戸 0.00% 0.00% 0戸

住宅以外に住む一般世帯 1.12% 1.10% 21戸 1.32% 1.00% 9戸

女満別地区 東藻琴地区
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第 4 章 計画の推進方針 

 

1. 住宅施策の展開方向 
（１）安全に安心して暮らせる住宅・住環境の形成 

①誰もが安心して暮らせる住まい・環境づくり 

・住宅の耐震化やバリアフリー化など基本性能の向上を促進します。 

・誰もが安心して居住できる良質な住宅ストックの形成に向け、住宅におけるユニバーサル

デザイン（ＵＤ）の普及促進を図ります。 

・市街地の空き地を活用した堆雪スペースの確保や、除雪が困難な高齢者世帯などへの支援

などの除雪、排雪サービスの提供を検討します。 

・地元商店の買物宅配サービス情報の発信など、買物に対する不便さを緩和する施策を検討

します。 

・町営住宅における単身世帯及び高齢者夫婦世帯の割合増加に伴い、より豊かな安心を暮ら

しにもたらす住まいの整備として、愛玩動物との暮らしや家族以外との共同生活などの可

能性について検討を行います。 

 ＜関連事業＞ 

大空町住宅リフォーム事業 

住宅リフォームに要する費用の一部を予算の範囲内で補助することにより、住宅の安全性、 

耐久性及び居住性の向上を図り、町民の快適な住環境の向上に資するとともに、町内住宅関連 

産業の振興及び雇用を促進し、地域経済の活性化を図ります。 

大空町民間賃貸住宅改修支援事業 

 民間賃貸住宅の改修費用の一部を助成することにより、民間賃貸住宅の居住性の向上を図る

とともに供給を促進し、住環境の向上と移住・定住人口の確保及び地域経済の活性化を図りま

す。 

 大空町除雪サービス事業 

   居宅の除雪が困難な高齢者世帯又は障がい者世帯に対し、冬期間の自立した生活を確保する

ことができるよう除雪支援を行うことにより、在宅生活を支援します。 

大空町見守りネット事業 

大空町に居住する高齢の単身者及び高齢者のみの世帯を対象に、訪問などにより生活実態な

どの高齢者情報を把握し、関係機関や地域が連携して見守りや介護状態にならないように、生

活機能の低下防止や支援を適切に行います。 

大空町高齢者等緊急通報システム運用事業 

 在宅の 1 人暮らし高齢者及び身体障がい者などに緊急通報用電話機を貸与し、高齢者緊急情

報センターと電話回線で接続することによって、急病及び災害など緊急の事態が発生した場合

に迅速かつ正確な救援体制をとることにより、高齢者の生活不安の解消及び人命の安全を確保

するとともに、老人福祉の増進を図ります。 
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②高齢者や障がい者に配慮した町営住宅の整備 

・新築する町営住宅については、高齢者や障がい者に配慮し、手摺りの設置、段差の解消な

ど、北海道公営住宅等心居住推進方針に基づくユニバーサルデザインの視点に立った整備

を推進し、住環境の向上に取組みます。 

・高齢者や障がい者の応募状況などを勘案し、今後の計画において、シルバーハウジングの

導入や既存住宅を障がい者向け住宅として利用することを検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-1【ユニバーサルデザインの例：北海道公営住宅等安心居住推進方針 

（北海道、平成 16 年 4 月）】（参考：北海道公営住宅等安心居住推進方針より） 

 

③安心して子育てができる住環境づくり 

・低所得で多人数の家族がゆとりある子育てができる住環境を提供するための施策を検討し

ます。 

 ＜関連事業＞ 

大空町いきいき子育て住宅支援 

大空町が分譲する宅地に住宅を新築して居住しようとする子育て世帯に対して、補助金を 

交付することで、子育てしやすい住環境づくりの支援を行うとともに、定住の促進と地域の

活性化を図ります。 
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④住まいに関する情報提供や相談体制の充実 

・高齢者などの住まいに対する不安を解消するため、住まいに関する情報提供や相談体制の

充実を図ります。 

 

⑤住民による住環境向上のための活動の促進 

・良好な居住環境の形成に向け、町内会など地域コミュニティが主体となった活動を促進し

ます。 

・誰もが安心して住み続けられる環境づくりのため、町内会など地域コミュニティが主体と

なった安否確認や相互扶助などの生活支援の取組みを促進します。 

  ＜関連事業＞ 

   大空町自治会運営交付金 

    自治会会員相互の親睦を図り、互いに協力し明るく豊かな地域社会を建設する自治会活動

の負担軽減を図るとともに、円滑な運営を期するため、各自治会に対して自治会運営交付金

を交付し、自治会活動を活発に推進し地域の振興を図ります。 

   大空町自治会活動支援交付金 

    自治会が行う自治会活動に対し、各自治会活動への積極的な参加や取組みを支援するため

自治会活動支援交付金を交付し、町民が主体的に地域づくりに取り組む機運の醸成を図りま

す。 

 

（２）住宅のセーフティネットとしての町営住宅の供給 

①住宅困窮者の需要に対応した住宅のセーフティネットとしての町営住宅 

・住宅困窮者の需要に対応した住宅のセーフティネットとしての町営住宅の適切な供給数を

確保するため、民間賃貸住宅の供給の推移などを踏まえながら需給バランスに配慮し、計

画的な整備更新を行います。 

・老朽化した町営住宅の建替や改善を効率的かつ効果的に推進するため、町営住宅長寿命化

計画を策定し、既存ストックの状況に応じた活用の方法や更新の時期、手法を検討します。 

・町営住宅の供給にあたっては、入居世帯の人員構成を考慮し、適切な住戸タイプを供給する

とともに、関連する施策や福祉部局との連携による総合的な住宅供給の取組みを進めます。 

・住戸改善にあたっては、ユニバーサルデザインを積極的に導入し、住環境の向上に取組み

ます。 

 

②災害時など突発的な住宅需要への対応 

・本町及び他地域における自然災害により住宅を失った人への住宅の供給を行うため、町営

住宅を活用した空き家情報の提供を行います。 

・企業進出などによる突発的な需要への対応や、計画的な建替を可能にする適切な町営住宅

ストックの確保を行います。 
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（３）大空町の環境と調和した良質で省エネルギーな住宅ストックの形成 

①北国にふさわしい良質な住宅ストックの形成 

・長期優良住宅認定制度など、良質な住宅ストック形成に向けた他の制度や取組みと連携を

図りながら、北海道が推進する高断熱・高気密住宅である北方型住宅・北方型住宅 ECO に

ついて、北海道が主体となり開催される説明会、セミナーや講習会などへの参加を促し、

住民や建設事業者への普及啓発及び技術力向上支援に努め、北国にふさわしい良質な民間

住宅ストック形成に取組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-1-2 北方型住宅及び北方型住宅 ECO の概要（北方型住宅パンフレットより） 

 

②ＣＯ２（二酸化炭素）排出量の削減に向けた取組みの推進 

・住宅エコポイント制度・エコキュートほか国や北海道が行う省エネに関する補助・助成制

度を積極的に活用する取組みを推進します。 

・住宅分野における一次エネルギー消費量削減のため、太陽光や地熱などの再生可能エネル

ギーの利用促進を図ります。 

・断熱性能の向上などによる環境負荷の低減に配慮した住まいづくりを目指し、省エネルギ

ー性能の高い住宅の建設を促進するとともに、既存住宅の省エネルギー化を促進します。 

・環境重視型社会に向け、日常生活レベルでの省エネルギー・省資源に向けたライフスタイ

ルの提案や意識の定着を図ります。 
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  ＜関連事業＞ 

   大空町住宅用太陽光発電システム導入費補助事業（平成 20 年度～平成 27 年度実施） 

    町内の住宅に太陽光エネルギーを利用した住宅用発電システムを設置する者に対して補助

金を交付することにより、環境への負荷の少ない新エネルギーの普及を促進します。 

大空町省エネルギー型家庭用電化製品等購入費補助事業（平成 27 年度実施） 

 省エネ基準達成率が 100％以上の省エネ家電を町内の家庭用電化製品等取扱店から購入す

る者に対して補助金を交付することにより、町民の消費意欲の向上及び地域経済の活性化並

びに町民の環境負荷の低減に対する意識の高揚を図ります。 

 

③循環型の住宅市場の形成 

・良質な既存住宅ストックを有効活用し、循環型の中古住宅市場を形成することを目的に、

住み替えによる住宅ストック活用の仕組みづくりなど、質の高い中古住宅の流通を促進し

ます。 

 

④豊かな自然環境や美しい景観を保全・活用する住まい・地域づくり 

・豊かな自然環境や美しい景観を保全・活用する住まい・地域づくり、建築物の適切な維持

管理の推進や良好なまちなみ景観、住宅地景観の形成を促進するため、住まい手への意識

啓発を行います。 

・住宅から排出される生活排水の適正な処理により、公共用水域の水質汚濁を防止するとと

もに町民の生活環境の改善及び公衆衛生の向上に寄与するため、下水道未整備区域におけ

る浄化槽の設置及び適切な維持管理を推進します。 

・都市計画区域外である東藻琴地区において、町村合併以前に策定し、適用していた敷地の

利用・環境について規定する「村営住宅建設指針」を東藻琴地区における町営住宅建設の

指針として活用し、一定の住環境を確保します。 

 ＜関連事業＞ 

合併処理浄化槽設置整備事業 

公共下水道区域外で主に居住を目的とした住宅に合併処理浄化槽を設置・管理する者に対

して補助金を交付することにより、浄化槽の設置を推進します。 

 

（４）移住・定住の促進へ向けた住宅施策の充実 

①持ち家の取得の促進 

・オホーツク圏の行政及び観光の中心である網走市に隣接し、東京都・札幌市とオホーツク

圏を直接結ぶ女満別空港がある大空町の優位性を積極的にアピールし、町有地を活用して

移住・定住希望者が安心して取得できる良質な宅地の分譲に努めます。 

・大空町空き家等情報登録制度による情報の発信と助成措置（大空町住み替え促進助成金）

により町内への移住・定住の促進に寄与する空き家などの有効利用を図ります。 
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 ＜関連事業＞ 

大空町住み替え促進助成金 

 大空町空き家等情報登録制度により、町内の一戸建て住宅に住み替えした方、空き店舗及

び空き事業所で事業を始めようとする方に対し、助成金を交付することにより、空き家及び

空き事業所などの有効利用と定住人口の増加による町の活性化を図ります。 

 

②住まいに関する情報の提供や相談体制の充実、普及啓発 

・消費者が安心して住宅の取得やリフォームなどができる環境づくりのため、住宅関連情報

を提供します。 

 

 

 
 

図 4-1-3 大空町空き家等情報登録制度（大空町広報誌より） 
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図 4-1-4 大空町の宅地分譲の取組み（大空町ホームページより） 
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③町内事業所に対する従業員住宅への助成 

・町内の事業所に従事する従業員が他市町から通勤することなく町内に居住できるよう、住

宅を建設又は賃借する事業者に対する助成制度を継続します。 

 ＜関連事業＞ 

大空町企業振興のための従業員住宅助成金 

大空町内に自らの事業に従事させるため雇用する従業員住宅を建設又は賃借する事業者に 

対し、従業員住宅の確保のために助成金を交付することにより、町の雇用環境の維持や産業

の振興及び定住の促進を図ります。 

     

 ④民間賃貸住宅に入居する転入世帯への助成 

   ・大空町内への移住と民間賃貸住宅への円滑な入居を促進するため、大空町内の民間賃貸住 

宅に入居する転入世帯への助成制度を継続します。 

＜関連事業＞ 

   大空町移住促進民間賃貸住宅家賃助成金 

    大空町外から大空町内の民間賃貸住宅に入居する転入世帯に対して、大空町移住促進民間

賃貸住宅家賃助成金を交付することにより、移住の促進と地域の活性化を図ります。 
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２．計画の推進体制の整備 
 

本計画の推進にあたっては「町民」「町内民間事業者」「大空町」がそれぞれの役割に応じて、

連携して取組み、北海道などの関係機関との連携が重要となります。 

 

①町民との連携 

本計画の推進には、町民の協力が必要不可欠であり、町民はまちづくりや住環境について関

心を持ち、理解を深めるための必要な情報の収集、住まいづくりに関する活動への積極的な参

加など、町民が主体となった活動が必要です。 

地域コミュニティの形成を通じて地域と協働で、安全で安心して暮らせる住宅、住環境づく

りを進めるために、町民との更なる連携を図ります。 

 

②民間事業者との連携 

住宅関連の民間事業は、良質な住宅や良好な居住環境を提供する重要な役割があります。 

また、町民に対し、適切なアドバイスや技術の提供による町民との信頼関係の構築、技術の

向上に努める必要があります。 

このことから、民間事業者の技術力向上、住宅性能の向上、空き家情報など住宅施策に関係

する情報の相互提供による民間事業者との連携を図り、より良質な住宅、良好な居住環境を町

民に提供します。 

 

③庁内連携体制の構築 

住宅施策には、福祉、まちづくり、環境など様々な分野とかかわりがあることから、関連す

る部署と充分な連携を図ることが重要となります。 

本計画推進のため、庁内の関係部署と情報の共有が図れる連携体制を構築します。 

 

 

④北海道、公的研究機関等との連携 

本計画の円滑な推進のため、住宅施策の基本的方向を示す国の「住生活基本計画」、北海道の

住宅施策の指針となる「北海道住生活基本計画」を基本として、国、北海道、その他関係機関

などと連携を図りながら、住宅施策を進めていくこととします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

 

 

 


